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２ 第 42 条の４《試験研究を行った場合の法人税額の特別控除》関係 

 

【改正の概要】 

我が国の研究開発投資は、官民合わせた研究開発投資目標の達成に向けて、平成 29 年度の

税制改正において、試験研究費の額の増加を促進する観点から、総額型の税額控除割合を試験

研究費の増減割合に応じて遁増減させる算出方法とすることで増加インセンティブを高める

とともに、さらに令和元年度の税制改正において、研究開発の質を向上させ積極的な研究開発

投資を促す観点から、次のような見直しがされた。 

⒧ いわゆるオープンイノベーション型については、質の高い研究開発への支援を強化する

観点から、対象に民間企業（研究開発型ベンチャーを含む）への一定の委託研究が追加等さ

れたとともに、控除上限の引上げがされた。 

⑵ 総額型については、研究開発を行う一定のベンチャー企業の控除上限が引き上げられる

とともに、増加インセンティブを強化する観点から、控除率カーブが見直された。また、税

額控除率及び控除上限の上乗せ措置について、適用期限が２年延長された。 

⑶ 高水準型については、総額型において、試験研究費が高い水準の企業に対する控除率の割

増し措置を創設し統合された。 

  


